
  

総論
第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第1節  社会保障の規模

社会保障は,その機能からみて,所得保障,医療保障及び社会福祉サービスに大別される。まず,社会保障総
体の国民経済に占める位置,各部門の比重社会保障水準の国際比較などについて概括的に触れてみよう。
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総論
第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第1節  社会保障の規模
1  社会保障の推移と現状

我が国の社会保障の推移を,社会保障給付費の面から眺めてみると,第1-1表のとおりである。すなわち,39
年度から46年度までは,国民所得に対する社会保障給付費の割合は6%前後で推移し,47年度以降その割合
は増大の傾向を示している。47年度は6.4%,48年度は6.7%であり,49年度以降も引き続き増加することが
見込まれる状況である。

第1-1表 社会保障給付費の推移

36年度における国民皆保険の達成,国民皆年金の実現を初め,社会保障制度の整備が進められてきているも
のの,我が国経済が30年代以降高度の成長を遂げ,国民所得が高い率で増大し続けてきたため,社会保障給付
費の増加分は国民所得の伸びの中に吸収されてしまい,国民所得に対する社会保障給付費の比率はそれほ
ど上昇しなかったものとみられる。

また,47年度以後,この比率が増大の傾向に転じたのは,概していえば,その歴史が浅く,成熟度が低かった年
金制度の成熟化が徐々にではあるが進行し,年金受給者数が増加し,年金額も大きくなってきたことや,47年
度に老人医療費支給制度が新設されたこと,更には,48年に年金制度,医療保険制度それぞれにおいて大幅な
給付改善が行われたことなどによるものである。
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総論
第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第1節  社会保障の規模
2  部門ごとの概況

社会保障の制度別給付費の推移の状況は,第1-2表のとおりである。医療保険の社会保障給付費中に占める
割合が46%から51%の間で推移しているのに対して,年金保険の割合は年々増加し,39年度8.8%であった
ものが,48年度には17.5%と倍加していることが注目される。

第1-2表 制度別社会保障給付費の推移

更に,48年度の社会保障給付費を社会保障の機能別部門に分けてみると,第1-3表のとおりであり,医療保障
は55.5%と過半数を占めており,依然として所得保障の構成割合が低い。

第1-3表 部門別社会保障給付費
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総論
第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第1節  社会保障の規模
3  国際的にみた我が国の社会保障の水準

我が国の社会保障は,制度的にみると欧米諸国と比べても遜色のない状況にあると言えるが,現実の給付規
模の比較を社会保障給付費の国民所得に対する比率で行ってみるといまだ及ばない。

ILOの取りまとめた社会保障の費用でみると,社会保障の進展が世界的な傾向としてみられるようになった
第2次世界大戦後における状況は,第1-1図のとおりであり,西ドイツ,フランス等の西欧諸国に比べて日本と
アメリカの社会保障給付費の国民所得に対する比率は低くなっている。

第1-1図 社会保障給付費の国民所得に対する割合の年次推移

人口の老齢化が西欧諸国ほど進行しておらず,また,年金制度の成熟度が低いため,(被保険者数に対する老
齢年金受給者数の割合が西欧諸国では19%前後であるのに対して,我が国では,年金制度のうちの2大制度
である厚生年金保険及び国民年金についてみると49年度末でそれぞれ3.8%,5.5%となっている。),我が国
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の社会保障給付費の国民所得に対する比率は,低い状態にあり,また,その上昇も緩やかになっている。

社会保障給付費を医療,年金,その他に分けて,それぞれの国民所得に対する比率をみると第1-4表のとおり
であり,年金についての彼我の差が大きいことが明らかである。仮に,我が国の人口が西欧諸国の老齢化の
水準にあり,年金制度が西欧諸国と同程度の成熟度にあると想定して50年度の年金給付費の国民所得に対
する比率を概算してみると10%程度となり,現状より7%程度高くなる。このことは,社会保障給付費の国
民所得に対する比率が低いのは年金給付費がいまだ少ないことに起因することを示すとともに,他方で,現
在の年金制度の水準で推移したとしても,人口の老齢化,年金制度の成熟化が進むと,西欧諸国の年金給付規
模に到達するであろうとの推測を容易ならしめるし,また,同時に我が国の年金制度が既に制度的には西欧
諸国のそれと比肩し得るものとなっていることを物語るものでもあるといえよう。

第1-4表 部門別社会保障給付費の対国民所得比

また,医療費保障については,第1-4表にみられるとおり,西欧諸国よりやや低いが,人口老齢化の度合いを考
慮すると既に一応の規模に達しているものといえよう。これを国民医療費の面から眺めると第1-5表のと
おりであり,国際的にみて遜色がない。ただ,この国民医療費の概念は,それぞれの国において内容が必ずし
も統一されているとはいえないので,一応の参考にすぎないものとしてみる必要がある。
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第1-5表 国民医療費の国際比較
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総論
第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第2節  所得保障

所得保障は,傷病,廃疾,老齢,死亡,失業等により所得が減少するか又は喪失した場合などにこれを補てんし,
あるいは,一般的に貧困に落ち入った者に対し最低限度の生活を保障する制度であり,年金制度,生活保護制
度のほか,雇用保険,労働者災害補償保険,更には,医療保険における傷病手当金などの現金給付も所得保障
の重要な一翼を担っている。

ここでは,所得保障の各制度のうち,代表的かつ一般的なものとして,高齢化社会へ移行しつつあるなかで
ウェイトを高めていく年金制度と生活保障のための基盤的な制度である生活保護を取り上げ,その動向と
問題点をみることとする。 
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総論
第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第2節  所得保障
1  所得保障の拡充

所得保障の中核をなす年金制度の戦後の歴史のなかで最も画期的であり,今日の制度の構成を決定づけた
のは,29年の厚生年金保険法の抜本改正を初め,34年の国民年金法の制定,同年11月からの福祉年金の支給
開始,36年の国民皆年金の実施という一連の動きであるが,福祉年金の支給が満年度化した35年度以後の年
金(恩給を含む。)及び生活保護(医療扶助を除く。)の給付費の国民所得に対する割合の変化をみると,第1-
2図のとおりである。

第1-2図 年金,恩給及び生活保護の給付費の国民所得に対する割合の年次推移

これから分るように,国民所得に対する年金及び生活保護の給付費の割合は,40年代の前半までは1.5～
1.6%の水準で推移しており,この指標でみる限り,我が国の所得保障の規模は,停滞傾向にあったといえ
る。この要因としては,

1)国民皆年金が実施されたといっても,国民年金法による拠出制年金の受給権者が実際に発生するまでに
10年を要したこと。2)厚生年金の老齢年金受給者が発生し始めてから日も浅く,受給者数も少なかったこ
と。3)公的年金の受給者も増えたが,その増加分の半数以上は,相対的に給付水準の低い福祉年金の受給者
であったこと。4)恩給の給付費の大宗を占めるのは,旧軍人遺族に対する扶助料であるが,戦後の時の経過
とともにその受給者が減少したこと。5)生活保護の被保護者数が長期的に減少傾向をたどったこ
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と。6)30年代後半以降,我が国経済が高度成長期に入り,逐次行われた給付改善も,結果的には経済の規模の
拡大に吸収されたことなど多くの要因を数えることができる。

40年代の後半に入って,このような停滞傾向は一変している。特に,拠出制年金と福祉年金の給付費の対国
民所得比は,前者が46年度の0.76%から49年度の1.4%,後者が46年度の0.14%から49年度には0.31%程度
(49年度の国民所得は,政府経済見通しの実績見込みによる。)とそれぞれ3年間に約2倍になっている。こ
れには,受給者数の増加ももちろんあるが,この間の給付改善が大きく寄与している。

次に,年金や生活保護の受給者数の動向をみると,第1-6表のように,年金では,全体で受給権者が36年度末の
603万人から48年度末の1,227万人に増加しているが,この増加分のほとんどは老齢年金の受給権者数の増
加であり,生活保護の場合は,被保護者総数に占める65歳以上の被保護者数の割合が36年度の11.9%から48
年度の22.4%に高まっている。年金について,老齢年金,遺族年金,障害年金に区分してそれぞれの給付費の
国民所得に対する割合をみると,第1-3図のように,老齢年金の割合が年々高まっており,特に,40年代の後半
に入ってその増大の傾向が著しく,49年度では,年金給付費全体の約6割,国民所得比で1.5%程度に達するも
のと見込まれる。受給者数や給付額構成におけるこのような変化は,人口構成の老齢化等の社会変化の中
で,所得保障の対象として老齢者の比重が高まりつつあることを示すとともに,年金制度の拡充を軸として
これへの対応が進められていることを示している。

第1-6表 年金受給権者数及び生活保護被保護者数の推移

第1-3図 老齢年金,遺族年金,障害年金の区分による給付費の国民所得に対する割合の年次推移
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これまでに進められてきた年金制度の整備や,近年,特に重点的に努力が払われた年金給付の充実は,今後,
人口の老齢化の進行とともに,老齢年金を中心として年金の給付額を急速に押し上げる力として働き,国民
経済に占める比重を高めていくものとみられる。しかしながら,今後更に健全な発展を図るためには,なお
改善すべき問題があることも否定できない。以下,年金制度の従来の発展の経過と現状,そこに内包されて
いる問題点について概説することとする。
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総論
第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第2節  所得保障
2  年金制度
(1)  年金制度の沿革

我が国の年金制度は,明治8年の「陸軍武官傷痍扶助及ヒ死亡ノ者祭粢並ニ其家族扶助概則」に始まり,同
年の「海軍退隠令」,翌9年の「陸軍恩給令」,同17年の一般官吏に対する「官吏恩給令」が制定され,これ
が同23年には「軍人恩給法」,「官吏恩給法」としてそれぞれ集大成された。このほか,教職員,警察官等の
グループ別に順次恩給制度が実施され,大正12年恩給法令間の統一によって「恩給法」として制定される
に至った。

また,明治末期以降現業官庁である鉄道,逓信,印刷等のグループごとに共済組合制度が設立され,退職一時
金等の給付が行われていたが,漸次改善されて年金制度が取り入れられるようになった。

これらは戦後,旧国家公務員共済組合法に引き継がれ,更に,前述の恩給法等と合体して,現在の国家公務員
共済組合,地方公務員等共済組合,公共企業体職員等共済組合という体系に整理された。民間の雇用者の年
金制度としては,恩給制度の発足後約半世紀を隔てた昭和14年に船員を対象とし,医療,労災,年金を包含し
た総合社会保険制度として,船員保険法が創設されたのが最初である。次いで,同16年には,一般の会社,商
店,工場等の事業所の男子労働者を対象とした労働者年金保険法が制定された。同法は,19年に事務職員や
女子にも適用すると同時にその名称を厚生年金保険法と改め,戦後,29年の大改正等を経て現在に至ってい
る。このほか,特定職域の年金制度として,29年には私立学校教職員共済組合が,34年には農林漁業団体職
員共済組合が新たに設立された。

これらがいわば国民皆年金までの歴史であり,これらの既設の制度から取り残されていた人々,すなわち自
営業者,農林漁業者,零細企業従業員等を年金制度の網の目に包み込むという形で36年に国民年金制度が発
足し,通算年金通則法の制定とあいまって7種類の被用者年金制度とともに我が国の皆年金体制が確立され
ることとなった(第1-7表)。

第1-7表 公的年金制度の沿革
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第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第2節  所得保障
2  年金制度
(2)  制度の分立と全体の整合性

このように我が国の年金制度は,特定職域に適用される制度が先行し,グループ別の制度を積み上げる形で
築かれてきている。我が国におけるこのような制度の生成と発展の過程は,医療保険制度とも共通するも
のであり,制度の適用を円滑に拡大できたという面では評価される過程であったといえよう。

その反面,各制度がそれぞれ独自の制度設計をしているために,全体としての整合性の面では必ずしも望ま
しい姿とはなっていない。

第1-8表は,厚生年金保険,国民年金及び国家公務員共済組合における老齢年金の支給要件と年金額算定方
式をみたものであるが,それぞれの歴史的な沿革や被保険者グループの特殊性を反映した面があるとは言
え,支給開始年齢や年金額算定方式の差異が,必ずしも合理的とは言えない処遇の差を生じさせる素地と
なっていることは否めない。

第1-8表 各種年金制度の比較(老齢年金)

厚生白書（昭和50年版）



このほか,各制度が相互調整の仕組みを十分に整えないままに分立しているため,例えば,障害年金や遺族年
金について保障の目から漏れる者がでたり(制度間の通算措置の不備),あるいは逆に,同一人に対し重複し
て年金が支給されるケースが生じたりする不合理な面もある。

以上のように,我が国の年金制度が全体として整合性のある形で合理的な保障を行っていくために,今後,制
度間の調整を要する問題が多く残されている。しかしながら,これらは,単に制度設計上の技術的な問題と
して解決し得るものではない。基本的に,後代負担の基盤があって初めて存立し得る年金制度のあり方に
ついては,長期的な展望に立って考えられるべきであり,今後,人口構成が急速に老齢化していき,老齢者の
扶養が大きな社会的負担となることが確実に予測される現在,国民全体の老後保障の支柱としての役割を
担わねばならない年金制度のあり方について,個々の制度の枠を超えて検討することも必要であろう。
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第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第2節  所得保障
2  年金制度
(3)  年金制度に対する関心の高まり

近年,年金制度に対する関心は,年々その高まりをみせている。第1-4図は,現在の生活の中での不満や不安
の内容についての調査結果であるが,「老後の生活のこと」にかなりの関心を示していることがわかる。
また,老後生活の不安の内容についてみると(第1-9表),経済問題が健康とともに上位を占めている。老後の
経済問題に対する不安が年金制度の充実に対する多大な期待とオーバーラップしていることは間違いな
いであろう。

第1-4図 あなたは現在の生活の中で不安を感じることはどのようなことですか

第1-9表 不安の内容(老後生活の不安)
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このような年金制度に対する関心の高まりの背景として,老齢者の立場が,かつてとは大きく変化したこと
が挙げられる。かつては,家族制度と地縁社会の下で日々の国民生活が営まれ,それが老齢者の生活の安定
の基盤ともなっていたが,30年代以降の経済社会の変化,とりわけ就業者中に占める雇用者の割合の増大,核
家族化の進行や都市化の進展は,子に頼らないで済む老後の生活を考えさせるようになっている。また,経
済成長に伴う生活水準の上昇と48年以降の急激な物価上昇は貯蓄等による個人の責任のみで老後に備え
ることを難しくしている。

このほか,年金制度に対する関心が高まった理由としては,年金受給者の増大と給付の改善とが挙げられよ
う。年金受給者数の推移は前述したとおりであるので(第1-6表),ここでは給付改善の足取りをみてみよ
う。

第1-5図は,厚生年金の1人当たり老齢年金額の推移を1人当たり国民所得や消費者物価指数等と比較し,35
年度の水準を100とする指数で示したものである。これをみると1人当たり年金額は,47年度まではおおむ
ね1人当たり国民所得の伸びと並行して伸びてきており,定期給与や消費者物価指数との関係では,これら
を上回る伸びを示している。更に,48年度の制度改正により,1人当たり年金額は,48年度,49年度は1人当た
り国民所得の伸びとの関係でみても大幅に改善されたことが分かる。

第1-5図 厚生年金の1人当たり老齢年金額と諸指標の推移
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以上のような老後生活をめぐる社会的経済的諸条件の変化は,今後も続くものと考えられ,年金受給者の急
増等の年金制度自体の変化とあいまって,年金制度の充実に対する国民の要請と期待は今後更に高まって
いくものとみられる。
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(4)  年金給付の現状

国民の年金制度へのこのような関心の高まりに対して,48年度の改正により制度の充実が図られ,厚生年金
保険,国民年金とも制度的には西欧諸国水準に遜色のない給付水準を達成したと評価されている。すなわ
ち,厚生年金保険の標準的な老齢年金の年金額がおおむね月額5万円に,国民年金の標準的な老齢年金も同
様に夫婦で月額5万円とする改善が行われ,この給付水準は厚生年金保険の被保険者の平均標準報酬の60%
に相当するものであり,ボーナスを含めた報酬の45%程度となり国際的にみて決して見劣りしない給付水
準である。(なお,この標準的な年金額は,物価スライドの措置により厚生年金保険は49年度には約6万円
に,50年度には約7万円になった。)これら標準年金額は厚生年金保険で27年,国民年金で25年の加入期間を
前提としたものであるため,現在のところ厚生年金保険でも全受給者の平均年金額は標準年金額の水準を
下回っているが,この平均年金額で比較しても,国際的にみて必ずしも低水準にあるわけではない。資料の
制約上,直近のデータで比較できないが,厚生年金保険の老齢年金について,欧米諸国の代表的な制度による
老齢年金との給付水準を平均年金月額及び前年の賃金月額に対する割合でみると,我が国の厚生年金保険
は金額の点では低いものの,平均賃金に対する割合では中間に位置しており,かなりの水準にあると言える
(第1-10表)。

第1-10表 年金制度の国際比較
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しかしながら,我が国においては,このような拠出制の老齢年金を受給している老人が少なく,年金制度が未
成熟な段階にあることに留意しなければならない。

49年9月現在,老齢年金の受給者数は708万人を数えているが,その内訳をみると64%に当たる454万人が無
拠出の老齢福祉年金及び老齢特別給付金を受給しているの実状である(第1-6図)。

第1-6図 老齢年金受給者数の内訳
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また,拠出制年金各制度の中で最も受給者の多い国民年金では,現在支給されている老齢年金はすべていわ
ゆる10年年金又は5年年金などの経過的老齢年金であり,厚生年金保険でも老齢年金の受給権者中約
44%(50年3月末)は加入期間20年未満の受給権者である等,拠出制年金についても本格的な年金の発生はい
まだ少ない。

このように拠出制年金の受給者が少なく,また拠出制年金の受給者であっても短期拠出者が多いのは我が
国の年金制度の歴史が浅いことによるものであるが,今後人口の急速な老齢化の進行とともに,年金制度の
成熟化も進むこととなり,このことは同時に年金に対する国民の負担を増大させることとなろう。
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(1)  生活保護適用の動向

現行の生活保護法が施行されて既に25年が経過したが,今日,生活保護を受けて生活を営む者は49年度平均
で約131万人,69万世帯となっている。被保護人員は経済成長による雇用機会の増加,所得水準の上昇を反
映して,40年度平均の160万人から着実に減少し,この結果,保護率(人口1,000人当たりの被保護人員)も40
年度平均の16.3から49年度平均の11.9へ大きく減少してきた。一方,世帯数は40年度平均の64万世帯から
48年度平均の70万世帯へと増加を続けていたが49年度になると若干減少した。

生活保護の適用における顕著な変化としては,保護世帯の世帯類型別構成割合における高齢者世帯や傷
病・障害者世帯の増加,これと対応する非稼働世帯の増加や1世帯当たり人員の減少がある(第1-11表)。ま
ず,保護世帯の世帯類型別構成比をみると,高齢者世帯が48年度には34.5%に達しており,傷病,障害者世帯
を加えると約80%を占めている。この結果,稼働,非稼働世帯別にみると,所得水準の上昇を反映して稼働世
帯が減少し,非稼働世帯の占める比率が49年度には75.8%へと増加している。

第1-11表 被保護世帯の世帯類型,稼働状況,1世帯当たりの平均人員の年次推移

このように,生活保護を受けている世帯は,自立の可能性が比較的乏しい,いわゆる要看護世帯が大宗を占め
るに至っており,その意味で,被保護者個人及び世帯の実際の必要に即応して,有効かつ適切な保護の実施を
図っていく本制度の役割は,今後一層重要性を加えることとなろう。
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(2)  最低生活保障水準

最低生活保障の水準である生活保護の基準については毎年引上げが行われ,その結果,生活費となる生活扶
助基準額は35年度に比して50年4月では約8倍になっている。この間,最低生活費を計算する方式も国民生
活の多様化,向上などに伴い改善されてきている。すなわち,36年には,最低生活に必要な個々の品目を積み
上げ,その購入費を合算して基準額を設定するマーケットバスケット方式から,飲食物費を栄養基準量及び
実態生計に基づいて積み上げ,その額をエンゲル係数で逆算して総生計費を算定するエンゲル方式に変わ
り,更に,40年からは一般国民の消費水準との格差に着目する方式,いわゆる格差縮小方式が採用されてその
充実が図られた。その結果,東京都における一般勤労世帯の家計支出水準に対する被保護労働世帯の家計
支出水準の割合は35年度に38%であったのが,40年度には50%に達し,その後も着実に縮小してきている。

幾つかの世帯を想定して,それぞれ,実際に保障される最低生活水準(日常生活費に住宅費,教育費等を加え
たもの)がどのようになるかをみると,50年4月現在,1級地で標準4人世帯の場合9万3,512円であり,母子3人
世帯では7万2,770円,老人2人世帯では6万4,266円となっている。40年度以後のこれらの伸びは,勤労者の
全国平均現金給与総額の伸びを大きく上回っており,特に,老人2人世帯の場合は他世帯よりも伸びが大き
くなっている(第1-12表)。

第1-12表 最低生活保障水準の年次推移
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(3)  老齢化社会と生活保護

生活保護世帯の中で高齢者世帯の割合が増加していることは先にも述べたとおりであるが,これは,我が国
の人口構成が年々老齢化していることを反映している。

高齢者世帯中に占める保護世帯の割合の年次変化をみると,年によって多少の変動はあるものの,ほぼ横ば
いの傾向をたどっている( 第1-13表)。

第1-13表 高齢者世帯の被保護率の年次推移

近年,安定した老後の保障のために,年金の充実に対する要請が高まり,給付水準の改善等,年金制度の充実
が図られている。今後,我が国が高齢化社会に移行していく中で,老齢者に対し生活保護がどの程度かかわ
りあっていくかは,老齢者扶養についての国民の意識や社会的・経済的諸条件の変化により大きく左右さ
れるものであるが,一般的には年金の充実に伴い,生活保護の所得保障としての役割は相対的に縮小してい
くものと考えられる。

しかしながら,一般的,画一的な給付である年金だけでは,多岐にわたる生活上の需要のすべてを満たしきれ
ない場合も当然予想されるところであり,また,年金制度が成熟化の過程にある現状にかんがみるとき,国民
の老後の生活における生活保護の役割は今後とも少なからざるものがある。将来に向かって,年金制度と
の関連にも配慮しつつ,制度の適切な運用を図っていくことが必要である。
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第3節  医療保障
1  保健衛生水準の向上
(1)  死亡の動向

一国の保健衛生水準を端的に表す指標として,生命表の平均寿命(0歳の平均余命)がある。生命表は,人口集
団の死亡状況のみを抽象して幾つかの指標値としてまとめたもので,年齢構成の異なる集団の死亡状況の
比較に最適なものである。

我が国の平均寿命は,昭和初期までは,男女とも45年前後の値であった。すなわち,当時の死亡状況の下で人
間が生活するならば,生まれてから死ぬまでの平均年数が45年程度となるということである。

戦後の急速な復興過程において,医学,薬学,医療技術などの進歩,栄養改善,医療制度,公衆衛生の発展等によ
り,平均寿命は年々急速な伸長をみせ,インフルエンザの流行の影響による一時的な停滞・短縮もあった
が,49年には男71.16年,女76.31年に達した(第1-7図)。

第1-7図 平均寿命の推移

最近10年間の年平均の伸びは,0.3年強と,やや鈍ったとは言え,世界にも類例の少ない伸長速度となってお
り,我が国の保健衛生水準の向上が驚異的であることを示している。
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現在,平均寿命が男71年,女76年を上回る国は,我が国のほかスウェーデンとノルウェーのみであって,我が
国の水準は,これらの諸国とともに,世界の最高位にある。戦後20数年間にこのような平均寿命の伸長をみ
たことは,日本人の生命力に本来的な強さがあったともみられるが,それを引き出した諸活動の成果を示す
ものであり,世界に誇りうるものとして評価してよいであろう。

このような平均寿命の延長の結果,出生者が高齢まで達することのできる確率は当然増大し,65歳に達しう
る確率でみると,25年に男55.1%,女62.8%であったものが,49年度には,男75.9%,女85.4%となった。出生数
が一定であったとしても高齢人口の大幅な増加は免れ難い帰すうであって,このような構造変化に対応す
る諸施策が急がれるゆえんである(第1-8図)。

第1-8図 出生者が特定年齢まで生存する確率

昭和初期の年齢別死亡率(第6回生命表)をみると,乳児死亡率が非常に高く,約1割もの乳児が初誕生日以前
に死亡するという状況であり,22歳前後に結核を主因とする山があるのが特徴であった。45年の第13回生
命表でみると,全年齢にわたって死亡率の低下がみられるが,特に若年層での改善が著しく,乳児死亡率はほ
ぼ1/10にまで低下している。

これに対し,高齢における死亡率の減少率は,65歳で男42.1%,女51.5%であり,それ自体ではかなり大きな改
善であるが,若年層と比較すれば,改善の度合いは高齢になる程小さくなっている。死亡率が相対的に高い
という意味においては,乳幼児と老人とは弱い集団であることに変わりはなく,これらに対する諸施策の一
層の拡充が望まれるところである(第1-9図)。

第1-9図 年齢別死亡率の推移
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死亡率低下の主な原因は,結核をはじめ伝染病による死亡の大幅な減少である。25年においては細菌感染
による死亡は全死亡の35.6%であったが,48年は8.396となり,治療のしにくいがん,脳卒中,心臓病,老衰な
ど,いわゆる成人病が32.7%から65.4%へと増大し,死因の主体を占めるようになった。高齢者の死亡率改
善が進みにくいのもこのためである(第1-10図)。

第1-10図 死因群別死亡割合
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現在,死因の第1位は,脳血管疾患で,次いで,悪性新生物(がん),心疾患が多く,次に,不慮の事故,肺炎・気管支
炎,老衰の順となっている。49年の生命表の死因別死亡確率によると,出生者の27～28%の者が将来脳血管
疾患で死ぬと算定されている(第1-11図)。

第1-11図 特定死因別死亡確率

性:年齢別の死因順位をみると,乳児では男女とも先天異常が第1位となっており,男では1～39歳は不慮の
事故,40～64歳は悪性新生物,65歳以降脳血管疾患が1位を占めている。これに対し,女では15～19歳で悪
性新生物,20～29歳で自殺が第1位に現れているのが特徴的である。

男の不慮の事故による死亡は,年齢別死亡率曲線(第1-9図)の20歳前後の結核に代わる高まりとしても現れ
ており,その生産年齢への影響は,他のどの死因よりも大きくなっている。

また,悪性新生物は,一般に成人病として扱われているが,1～4歳で第4位,若年層では3位以上の死因となっ
ている。平均寿命に対する影響が脳血管疾患に次いで大きいとともに,生産年齢に対する影響も,男では不
慮の事故に次いで大きく,女では最も大きいと算定されており,このような観点からも最も恐ろしい疾患で
あって,効果的な対応策の確立が待望されているところである(第1-12図)。

第1-12図 特定死因の平均寿命,生産年齢人口への影響
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乳児の死因は,先天異常に続いて「出生時損傷,難産及びその他の無酸素症,低酸素症」,「肺炎・気管支
炎」となっているが,乳児死亡の過半数を占める新生児死亡(生後4週未満の死亡)では,多くが先天性のもの
及び周産期損傷によるもので占められている。

他方,20～34歳の女子の死因では,妊娠・分べん及び産じょくの合併症が第4位となっており,母子保健特に,
妊産婦保健の重要性が示唆される(第1-13図)。

第1-13図 生存期間別乳児死亡割合と新生児死亡の原因
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妊産婦の保健水準の指標の一つである妊産婦死亡率は,年々低下しているが,欧米諸国と比較すると2～4倍
の高率であり,妊産婦の健康管理になお努力する必要がある(第1-14図)。

第1-14図 妊産婦死亡率(出生10万対)
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(2)  患者の動向

死亡率の総体的な低下は,直接的には医療の進歩と医療保障の拡充に負うといってよいであろう。このこ
とは,死亡率は低下したものの,傷病は減少していないということでもうかがえる。医療機関を訪れる患者
の数は,年々増加の一途をたどり,30年に人口10万対受療率3,338であったものが,48年には,2倍以上の
7,184となっている。特に,乳幼児と高齢者の受療率の増加が著しい(第1-15図)。

第1-15図 年齢階級別受療率(人口10万対)

傷病大分類における動向は,受療率811から432に減少した結核を主体とする伝染病及び寄生虫病以外は,横
ばい若しくは増加の傾向を示している。

患者の最も多い疾患は,消化器系の疾患であり,呼吸器系,神経系及び感覚器,循環器系と続いている。消化
器系の疾患の58%は歯及び歯の支持組織の疾患(むし歯,歯槽濃ろう等)であり,呼吸器系の疾患は,急性鼻咽
頭炎,急性咽頭炎及び扁桃炎,急性気管支炎が主で54%,神経糸及び感覚器の疾患では,結膜炎,中耳炎,神経痛
が主で54%,循環器系の疾患では,高血圧性疾患,脳血管疾患が主で69%となっており,上位3分類の大半は生
命に危険の少ない疾患である。脳血管疾患,悪性新生物,心疾患を含む大分類である新生物,循環器系の疾患
を合わせても,全体の12%にすぎない。

また,平均在院日数,外来受診回数を諸外国と比較してみると,いずれも数倍の値となっている(第1-14表 )。
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第1-14表 医療機関利用状況

このことは,医療費保障制度の充実により,国民が医療を受けやすくなったことによるが,また,一般の保健
衛生に対する意識の向上を示しているといえよう。

しかし,一方において,このような患者数の増加が,医療供給体制に重圧となって現われ,そのために診療が
制約を受けていることも事実であり,今後の医療体制の充実とともに,医療資源の効率的活用を図ることが
大きな課題となっている。
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1  保健衛生水準の向上
(3)  保健衛生水準の地域格差

45年の都道府県別平均寿命をみると,男では,東京71.30,京都71.08,神奈川70.85,愛知70.74,岐阜及び岡山
70.69が,女では,岡山76.37,神奈川75.97,東京75.96,静岡75.88,広島75.80が長い。短命なのは,男では,秋田
67.56,青森67.82,高知68.02,岩手68.03,鹿児島68.14,女では,岩手74.13,秋田74.14,栃木74.27,徳島74.30,長
崎74.37である。男女とも長命なのは,東京,岡山,神奈川,京都,愛知など,東海及び中国の瀬戸内側の都府県
であり,短命なのは,東北,四国,九州の県が多い(第1-16図)。

第1-16図 都道府県の平均寿命(昭和45年)

東京と秋田の差は,男3.74年,女1.82年であり,我が国全体の年平均の伸びが0.3年であるここからみると,両
者の差は相当大きいものである。

脳血管疾患は,49年の人口10万対死亡率でみると最低の神奈川(103.8)と,最高の高知(290.0)の間で2倍以上
の差がある(第1-17図)。

第1-17図 脳血管疾患死亡率
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乳児死亡率の最低県は,山梨と岡山(8.7),最高県は岩手(14.0)であるが,脳血管疾患ほどの大きな差ではない(
第1-18図)。

第1-18図 乳児死亡率

このような地域差は,傷病の種類によっても異なり,それが生じた理由を明確に示すことは難かしいが,これ
に対処する保健医療供給体制についても,各地域の特性に十分な考慮を払い,その整備拡充を図ることが必
要であろう。
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2  保健医療供給体制の整備
(1)  保健予防体策の進展

医学・医術の進歩,公衆衛生の進展によって我が国の疾病構造は大きく変化し,39年には成人病が死因の5
割を超え,今日に至っている(第1-15表)。

第1-15表 成人病が総死亡に占める割合の年次推移

これに対して公衆衛生行政においては成人病対策の推進に力が注がれ,この10年間に大きな進展をみせて
いる。

がん等の成人病は,いまだその原因,予防方法等不明な点も多いが,早期発見,早期治療が極めて重要である
ので,胃がん検診車については41年度から,子宮がん検診車については42年度から国の助成が行われ,その
整備が進められてきたが,49年度にはこれらの検診車により検診を受けた者が約380万人に達した(第1-16
表)。また、循環器疾患についての検診事業の推進も図られ,49年度には約620万人が受診した。とりわけ,
受診の機会に恵まれず高血圧の発生が多い農村部については,健康管理指導車の配備,農村検診センターの
設置により,保健対策の充実が図られた。
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第1-16表 がん集団検診実施状況(検診車による場合)

また,人口の老齢化の進行により,老人の健康の確保が一段と重要な課題となり,38年度から老人健康診査が
実施され,更に,44年度からはねたきり老人に対する訪問診査が実施された。

母子保健は,30年代に3歳児健康診査の実施,母子保健センターの設置等の母子保健対策が進展したことも
あり,乳幼児死亡率は欧米水準に達したが,なお地域格差が大きいことや妊産婦死亡率が欧米の数倍に当た
ることなどから,母子保健対策の一層の進展を期して40年に母子保健法が制定された。その後この法律に
基づく施策を中心としてきめ細かい母子保健対策が進められている。

なお,現在行われている主な対人保健サービスをライフステージ別にみると第1-17表のとおりである。

第1-17表 主な対人保健サービス一覧
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これら保健対策の充実とともに,積極的に健康増進を図る対策の重要性が認識され,47年度から国民個々人
の健康状態について綿密な検査を行い,栄養,運動,休養を中心とする生活の処方を与え,併せて,その実施に
ついて指導,助言を行う施設として健康増進センターの整備が進められている。

このほか,近年大きな進展をみたものに難病対策がある。いわゆる難病については,30年代後半のスモンを
契機に社会的関心が高まり,その原因究明と治療方法の確立のための研究助成が行われてきたが,47年度か
らスモン,べーチェット,全身性エリテマトーデス等の特定疾患について調査研究と実質的には治療費の軽
減を図るための治療研究事業が始められ,その後毎年事業の拡大が図られ,50年度には調査研究対象疾患が
40疾患,治療研究対象疾患が15疾患となっている。
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(2)  医療施設の整備

医療施設の整備の最近の動向をみると第1-18表にみられるように病院数は逐年増加しており,39年末の
6,838施設から49年末の8,273施設へとこの10年間に1,435施設,約21%の増加があった。

第1-18表 医療施設数(率)・病床数(率)の年次推移

また,病院病床数は39年末の83万3,606床から49年末の1,14万6,785床へとこの10年間に31万3,179床,約
38%増加した。これを病床の種類別にみると国民の疾病構造の変化に対応して結核病床が激減し,一般病
床及び精神病床が増大している。
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一方,診療所についてみると,この10年間に毎年増加しており,一般診療所は約15%,歯科診療所は約14%増
加している。

このように我が国の医療施設については着実に整備が進められており,第1-19図にみられるように国際的
にも主要国と比肩し得る水準にある。

第1-19図 病院数,病床数の国際比較(人口10万対)(日本=100)

しかし,医療施設の偏在などによる保健医療供給体制の地域的格差はいまだ是正されておらず,医療機関を
利用することが極めて困難な状況にある無医地区の人口が48年で76万7,340人を数えている。また,第1-
20図に示されるように,大都市近県においては人口1万対病床数は10年前と比べて,ほとんど増加しておら
ず,人口の急増に医療施設の整備が追いつかない状況にある。

第1-20図 都道府県別人口1万対病院病床数(昭和39年・49年)
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(3)  各種医療対策の進展

一般的な医療施設の整備と並行してへき地医療,救急医療,がん等の高度専門医療等特殊診療機能の整備が
進められてきた。

ア  へき地医療,救急休日夜間医療対策

離島,山村等のへき地における医療の確保については,31年度から3次にわたる年次計画により,へき地診療
所の整備,患者輸送車(艇)等の機動力の整備,医師の派遣,へき地勤務を希望する医歯学生に対する修学資金
の貸与等の施策が進められてきたが,50年度からは,道路網の整備等による生活圏の広域化などへき地を取
り巻く情勢の変化を考慮し,新たにへき地中核病院を拠点とする無医地区等に対する巡回診療及びへき地
診療所に対する診療の援助,保健婦の駐在する保健指導所の設置といった体系的有機的なへき地医療対策
が講じられることとなった。

救急医療については,39年に救急告示医療機関の制度を設けることにより交通事故その他の不慮の事故に
よる救急患者を受け入れる医療機関の体制の整備が図られ,更に,42年以降,公的医療機関を中心として頭部
外傷等に関し高度の診療機能を有する救急医療センターの整備が進められてきたが,近年交通事故件数が
減少する一方,特に,都市部において休日や夜間の通常の診療時間外の受療が困難を伴うという事態が生じ
てきた。そこで,この対策として,47年度から地域の医療関係者の協議による当番医制の実施,休日夜間診療
所の設置等により休日夜間診療体制整備の促進が図られている。 

イ  がん診療対策

がんは35歳から64歳の壮年期の死亡原因の第1位であり,がん制圧は国民の健康を確保する上で極めて重
要な課題である。このため,国立がんセンターを中核として全国9ブロックごとに1か所の地方がんセン
ター,各都道府県にがん診療専門施設が整備され,更に,48年度からはよりきめ細かくがんの診断機能を有す
る医療機関の整備が進められている。 

ウ  小児等高度専門医療対策

このほか小児疾患,循環器疾患,腎疾患等についてもそれぞれの分野の専門的診療機能を有する医療機関の
整備が進められている。

また,主として結核患者,精神病患者等長期の療養を必要とする患者の診療に当たる国立療養所については,
近年,一部結核病床を転換整備して進行性筋ジストロフィーの治療や脳卒中等のリハビリテーションを担
当するという措置が講じられている。
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(4)  保健医療従事者の状況

保健医療従事者は保健医療サービスを供給する上で欠かすことのできない高度の専門技術者であり,多く
の職種は法律によって資格が定められている。

これら保健医療従事者は,近年の医療の高度化,保健医療需要の増大,労働条件の改善等により不足する傾向
にあるため,この10年間大幅な養成定員の増加が図られ,医師97,2%,歯科医師94.7%,看護婦・准看護婦
112.0%の養成定員の増加をみた(第1-19表)。

第1-19表 医師・歯科医師等入学定員数(1学年)の年次推移

この結果,これら保健医療従事者は第1-20表に示されるように,高齢化に伴う開業助産婦の減少が著しいた
め助産婦が減少しているほかは,いずれの職種も着実に増加しているが,なお,一部の職種を除いては不足し
ている現状にある。

第1-20表 医療従事者数(率)の年次推移
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また,保健医療従事者も地域によってかなりの不均衡がみられ,例えば,医師について大都市,その他の市,町
村の別でみると,48年末における人口10万対医師数は,10大都市166.3,その他の市121.0,町村61.9となって
おり,大都市に集中している。

一方,保健医療サービスの高度化,多様化に対応して,この10年間に新たに理学療法士(40年),作業療法士(40
年),診療放射線技師(43年),臨床検査技師(45年),視能訓練士(46年)の資格が法制化されている。
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(5)  保健医療供給体制の問題点

前述のように我が国の保健医療供給体制は,この10年間にかなりの進展をみ,全体としては主要国と比肩し
うる一応の水準にあると言えるが,今なお解決の急がれている課題は多い。

保健面では,成人病対策の一層の拡充が必要であるとともに,国民の健康水準の向上を図るために,単に疾病
対策にとどまらず積極的な健康増進対策のより一層の推進が必要である。

医療面では,無医地区に象徴される受療機会の地域的不均衡,看護婦,リハビリテーション従事者,歯科医療
従事者の不足,救急,休日夜間医療の確保等の問題の解決を迫られている。更に,医学の進歩,医療の高度化,
医薬品,医療機器の安全性の問題等に適切に対応し,医療資源の充実と医療の質的向上を図り,増大し多様化
する医療需要にこたえる必要がある。

なお,今後これらの保健医療供給体制をめぐる諸問題に適切に対処し,保健医療供給体制の整備を促進する
に当たっては,限られた保健医療資源を効率的に活用し,一貫した保健医療サービスを供給できる体制を確
立するための方策,例えば,地域における関係機関の有機的連携の強化を図るなど施策の推進に真剣に取り
組む必要がある。
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(1)  医療保険制度の沿革

我が国に初めて医療保険の考え方が紹介されたのは,明治10年代のことであった。その後次第に研究が進
められ,それまでの断片的な紹介にとどまらず,これを我が国にも実施すべきであるという主張が行われる
ようになった。明治30年代に入り,我が国の経済も急激に膨張し,産業の近代化が進む中で,一部民間大企業
において労働者の疾病,死亡等の事故に対し,一定金額を給付する共済組合の制度が発足するに至った。明
治40年代には,鉄道現業員の共済組合をはじめ,印刷,専売,逓信,造幣,土木等の官業の現業労働者のための共
済組合制度があい次いで発足した。

これらの共済組合制度は,厳密な意味での社会保障制度とは称しえないものであるが,その前駆として重要
な意義を持っている。

その後,第1次世界大戦を経て,大正11年に健康保険法が制定されるに及んで,初めて社会保険の名に値する
制度が発足したのである。

この法律の目的は,当時における政府の提案理由によれば,労働者の生活上の不安を除去し,労働能率の増進
を図るとともに,国家産業の健全な発展を期そうとするものであった。発足時の適用対象は,工場法又は鉱
業法適用事業の常用労働者及び年収1,200円以下の職員を強制被保険者とし,一定範囲の事業の労働者を任
意包括被保険者として加入することを認めたが,昭和10年に強制被保険者の範囲が拡大され,工場法,鉱業法
が適用されない事業所に使用される労働者もかなりの部分が,強制被保険者とされた。一方,農山漁村の住
民や中小商工業者等を対象としたものとして,昭和13年に国民健康保険が創設され,14年には,一般俸給者
のための職員健康保険が採用され,また,船員保険法が設けられ15年6月より全面実施された。こうした中
で,制度の整備統合の問題が起こり,17年に職員健康保険法は健康保険法に統合,同時に健康保険の内容につ
いても整備が行われ,我が国の医療保険制度は発展の基盤が築かれていった。

一応の展開を遂げた各種の制度も,終戦後のインフレーションの進行に対応するため,診療報酬の引上げと
財源確保のための標準報酬の改定を繰り返すことを余儀なくされ,国民健康保険においては,23年には数多
くの組合の事業運営が困難となり,事業を休廃止するもの等が続出するに至ったことを契機に,市町村公営
を原則とすることとなった。

25年の朝鮮動乱の前後から産業界も戦後の混乱から脱し,各制度とも適用拡大,内容整備等が図られ,28年
には日雇労働者健康保険法が制定された。こうして各制度の整備が行われるうちに国民皆保険の実現に
ついて要望が強まり,国民健康保険の普及により,36年4月に国民皆保険の体制が実現した。
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(2)  医療費保障の概況

我が国の社会保障は,最近ますます高まってきた要請を反映してその規模は大きなものとなりつつあるが,
とりわけ,医療費保障は,36年に皆保険体制が実現し,その後も逐次給付の改善が行われ,また,老人医療や難
病など各種公費負担医療制度も拡充されて,社会保障諸制度の中では最も充実した部門となっている。

48年度の国民医療費の総額は3兆9,496億円であり,1年間に国民1人当たり3万6,332円かかったことになる
( 第1-21表)。これは国民が医師又は歯科医師の治療を受け,これに対して医療保険,公費負担あるいは全額
を自費で支払った額の総額である。

第1-21表 国民医療費と国民総生産・国民所得の年次推移

ただし,この中には,正常な妊娠,分べんの費用,健康診断,予防接種の費用,固定した身体障害のために必要と
した義眼,義肢などの費用,入院の際の室料差額,歯科差額等の費用は含まれていない。また,買薬,あん摩
マッサージ指圧師,はり師など医師,歯科医師以外による治療費も除外されている。

厚生白書（昭和50年版）



30年度の国民医療費は2,388億円であったことから,医療費はこの18年間に16.5倍に増加したことにな
る。1人当たり医療費では30年度は2,675円であるから13.6倍になる。一方,この間の国民所得の伸びは総
額で12.6倍,1人当たりでは10.3倍であるから,医療費の伸びはこれを上回っていることになる。

医療費増加の主な要因としては,国民皆保険とその後の医療保障給付の改善,施設,設備の拡充,人口の年齢
構成の老齢化による受診率の増加,診療報酬の改定,医療水準の向上,医療設備の近代化などが挙げられる。

国民医療費と国民所得の動向を年次を追って観察するため,両者の30年度を基準とする指数をとると 第1-
21図のとおりであって,35年度ごろまでは,医療費の伸びが国民所得のそれをわずかに下回っていた。しか
し,国民皆保険が達成された36年度ごろから医療費も国民所得も急速に増加したが,これを国民所得に対す
る医療費の割合でみると,36年度ごろまでは3～3.5%であったが,その後増加傾向を続けて39年度には4%
を超え,40年度以降は4.3%前後を保っている。

第1-21図 国民医療費と国民所得の動向(30年度=100)

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和50年版）



  

総論
第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第3節  医療保障
3  医療費保障の進展
(3)  皆保険の達成とその後の改善状況

疾病,負傷,死亡又は分べんなど短期的な経済的出費について保険給付をする医療保険は,36年の国民健康保
険の全国普及達成により,国民皆保険の体制が整った。

医療保険における給付内容の改善については,まず,国民健康保険について36年10月1日に世帯主の結核,精
神病についての7割給付の実施,38年10月1日に世帯主の全疾病についての7割給付の完全実施,42年度に世
帯員についての7割給付の全面実施という改善が行われてきた。

また,被用者保険における給付内容の改善については,48年の第71回国会において健康保険法の改正が成立
し,国民皆保険達成以来の懸案であった家族の7割給付と医療費の自己負担分のうち月額3万円を超える部
分を償還する高額療養費支給制度が発足した。この高額療養費支給制度は,国民健康保険の加入者につい
ても50年10月1日から法定給付として全面実施されている。

次いで,日雇労働者健康保険については,49年の第74回国会において日雇労働者健康保険法の改正が成立
し,他の被用者保険と足並みをそろえた給付割合となった。

以上のように医療保険における給付内容の改善は,医療費の負担区分においても明らかとなっている。す
なわち,国民医療費に対する保険者等の負担割合をみると30年度では,1,185億円で49.6%であったが,その
後の給付改善により,48年度には2兆7,767億円で70.3%と大幅に増加している(第1-22図)。

第1-22図 医療費の負担区分の比較
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第3節  医療保障
3  医療費保障の進展
(4)  公費負担医療の拡充

これら医療保険の給付改善と並んで,各種の公費負担医療制度により医療費保障の充実が図られてきた。
医療保険によらず,国や地方公共団体が一般財源で医療費を賄う公費負担医療は,初め最低生活の保障を本
質とする医療扶助,児童福祉等の観点からする措置医療,社会防衛的な性質を持つ伝染病予防法,結核予防
法,精神衛生法等の医療費公費負担などを中心として行われ,更に,戦傷病者特別援護法における国家補償的
な性質を持つ医療費公費負担などとして行われてきた。

近年になって,老人,妊産婦,3歳児の健康診査,がんなどの予防措置にも広げられ,特に,医療費負担の軽減に
ついての社会的要請が切実であった小児がんについて46年度から,腎炎,ネフローゼ,小児ぜんそくについて
は47年度から,その他の小児慢性疾患については49年度から一層の充実を図った。また,各種の難病患者に
ついては47年度から定額補助が行われ,48年度から医療保険の自己負担分について公費負担が行われた。
また,老人については47年度から70歳以上の老人の医療費公費負担制度が実施された。

公費負担は30年度当時は医療費総額の11.7%であったが,その後次第にシェアを増し,48年度では13.9%と
なっている( 第1-22表)。

第1-22表 国民医療費推計額百分率の年次推移

これを更に細分すると,公費負担のうち生活保護法の占める割合は,30年度当時87.9%であったが,その割合
は次第に減少し,48年度では46.8%となっている。これに次いで,結核予防法,精神衛生法その他の項となっ
ていたが,47年度中に実施された老人医療費支給制度による負担が25.2%と大幅に増加し,生活保護に次い
でいる(第1-23図)。

第1-23図 公費負担医療費の構成割合(48年度)
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この結果,医療保険制度と各種公費負担医療制度と合わせて総体的にみると,国民に保障される医療費保障
の水準は,諸外国との比較によってみても,我が国の社会保障制度において最も充実した部門となるに至っ
た。
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3  医療費保障の進展
(5)  医療費保障の問題点

我が国の医療費保障制度は,48年度の健康保険法等の法改正により格段の前進が図られるに至ったが,そこ
には,なお改善を要する問題が残されている。

なかでも,医療保険各制度間の格差の是正,なかんずく,加入者の保険料負担面における不均衡の是正の問題
は,今後の重要な課題である。

医療保険における患者負担のあり方についても,国民に必要な医療を確保するという観点を第1とすべきこ
とはいうまでもないが,給付財源の効率的使用,また,医療資源の効率的活用の観点からの議論もあり,今後
とも十分検討する必要がある。

また,患者負担の問題に関連して,入院の際の室料及び歯科診療についてのいわゆる差額徴収や付添看護料
の問題がある。それぞれ経緯があるもののその合理的な取扱いを期待する声は大きい。

更に,高額療養費支給制度の実施を契機として,医療保険制度と各種の公費負担医療制度とのあり方が改め
て問題とされている。

なお,医療費保障全体のあり方の問題として最も関心を持たなければならないのは,医療資源との関連であ
る。前述のように我が国の人的物的保健医療供給体制は次第に整備されてきているが,そこにはおのずか
ら限界があるので,有効かつ合理的に活用することを考えなければならない。貴重な医療資源を最も必要
とする場面に十分に投入できるためには,医療費保障の面でもそれなりの仕組みが不可欠であり,また,その
ための工夫と努力が必要である。
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第4節  社会福祉
1  社会福祉の進展

我が国の社会福祉施策は,戦後,「児童福祉法」,「身体障害者福祉法」等が相次いで制定され,更に,30年代
には「精神薄弱者福祉法」,「老人福祉法」,「母子福祉法」等の制定をみて,諸施策間の体系的整備が行わ
れてきた。

40年代に入り,経済の高度成長等の社会情勢の変化と多様化する国民の要望を背景として,老人や重度心身
障害児者のための家庭奉仕員派遣事業,日常生活用具の給(貸)与事業,各種福祉センターなどの利用施設の
整備等,各般にわたってのきめ細かな福祉施策が実施されるようになった。また,46年には社会福祉施設緊
急整備5か年計画が策定され,社会福祉施設の整備も促進されてきている。ところで,過去30年間の社会福
祉施策は,当初最低の生活を保障することを最大の目標として出発した。このことは,自立の困難な者につ
いては,施設に収容しその福祉を図ることが中心となったために,施設整備とその運営費の確保に全力を集
中する結果を招いた。しかしながら,後半においては,経済の成長に伴う福祉財源の拡大により,救貧的保障
施策から防貧的保障施策に公の政策を広げることが可能となった。このような背景から,施設整備の急速
な進ちょくと在宅対策に目を向けることができたものといえる。
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第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第4節  社会福祉
2  財政支出からみた施策の動き

第1-23表は,国の社会福祉費及び地方財政の民生費を,一般会計,地方財政の歳出総額と比べたものである
が,そのいずれをみても,社会福祉施策のための支出の伸びが高く,また,都道府県と市町村の民生費の比較
では,市町村の民生費のほうが高い伸びを示している。

第1-23表 社会福祉費及び民生費の伸び
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社会福祉費の主な項目ごとの伸びを比較すると,身体障害者保護費が最近著しく伸びているとともに,社会
福祉施設整備費も比較的大きな伸びを示している(第1-24表)。

第1-24表 主な事項別社会福祉費支出済歳出額の伸びの推移

一方,地方費の民生費についても,主な項目ごとのここ10年間の決算額の推移(第1-25表)をみると,どの項目
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においても5倍以上の伸びをみせているが,なかでも施設建設などのための普通建設事業費の伸びが大き
かった。

第1-25表 民生費の性質別支出額の推移

また,48年度の民生費中の各目的別支出の割合をみると,社会福祉費18.8%,老人福祉費18.6%,児童福祉費
34.3%,生活保護費28.1%,災害救助費0.2%となっており,児童福祉関係費のウェイトが高かった。

次に,社会福祉施策の対象となるグループごとの施策の内容の1例として,国費の老人福祉関係の支出を取
り上げた場合,老人ホームの運営費など収容援護に要する費用である老人保護費と,老人家庭奉仕員の派遣
に対する助成など在宅福祉を内容とする老人福祉費の額は,48年度には44年度に比べ,それぞれ3.0倍,3.2倍
であり,老人福祉費の方が若干上回って伸びているが,絶対額では老人保護費の方がはるかに上回ってい
る。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和50年版）



  

総論
第1章  我が国の社会保障の現状と問題点
第4節  社会福祉
3  福祉施設の整備

我が国の社会福祉施策は,従来社会福祉各法に定める措置を行うための施設対策に重点が置かれ,施設整備
は社会福祉行政にとって緊急の政策課題と考えられてきた。特に,常時介護を要する老人のための特別養
護老人ホーム,重度の障害者のための身体障害者療護施設,保育に欠ける児童のための保育所等は,その需要
の大きさに比べかなり不足しており,その整備が急がれていた。

こうした事情から,社会福祉施設緊急整備5か年計画では,このような施設の重点的整備が図られ,その結果
第1-26表に示すように,これらの施設の定員数は近年飛躍的に増大してきている。

第1-26表 施設の種類別定員の推移

厚生白書（昭和50年版）



また,比較的最近になって整備が始められた精神薄弱者のための援護施設の整備も,ここ数年でかなりの進
ちょくがみられるなど,社会福祉施設全体をみても,比較的順調な伸びを示している。しかしながら,施設整
備の地域的なアンバランスが存在するとともに,施設が地域に開かれ,地域ぐるみのコミニティケアが進む
ことが期待されているのが現状である。
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4  在宅福祉対策の展開

我が国の在宅福祉対策は,社会福祉施設の整備が進ちょくするとともに次の課題として重要性を増しつつ
あり,最近に至って各種の施策が実施されるようになってきた。

国が助成している在宅福祉対策としては,37年の老人家庭奉仕員の設置や児童扶養手当の支給を始め,老人
クラブの助成,児童館への補助,特別児童扶養手当の支給などの実施,更に,40年代では,身体障害者に対する
相談員やホームヘルパーの設置,老人のための就労あっせん事業への助成,児童手当の支給,身体障害者モデ
ル都市事業への助成等,また,本年度から始まった身体障害者等への福祉手当の支給などがある。

このように在宅福祉対策に対する極めて強い需要にこたえて,きめ細かい施策が実施されてきたものであ
り,今後は社会福祉施策体系の整備を図る中で,その質的向上を推進することが望まれている。
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第5節  まとめ

以上において,我が国の社会保障について,総体的水準,所得保障,医療保障,社会福祉サービスにわたって,そ
の現状と問題点を考察してきたが,これを総括してみると次のとおりである。

1 社会保障全体としては,社会経済上,ますますその比重を高めていくものと考えられる中で,資源や
財源の配分に配慮しながら,いかに整合的で均衡のとれた発展を図っていくかが重要な課題である。

2 所得保障制度の中心である年金制度は,人口の老齢化の進行とともに,成熟化の度を高め,年金給付
費総額の国民所得に対する比率等は,西欧諸国の水準に到達するであろう。 

しかしながら,我が国の年金制度が特定グループごとに順次別個の制度として作られてきたため,支
給開始年齢,年金額算定方式等種々の面で各制度間に格差があるという問題があり,公的年金として
すべての国民に対して老後の所得保障の機能を果たしていくためには,給付,負担両面における制度
間の調整が必要であり,それをどのように進めていくかが大きな課題となってきている。 

また,年金受給者の増加に対応して事務処理体制を整備することも忘れてはならない。

一方,最低生活保障の機能を果たしている生活保護については,年金制度の成熟化との関連にも配慮
しながら,老齢化社会に対応した制度や運用面での改善合理化を図る必要がある。 

ウ 医療保障については,疾病構造の変化と人口の老齢化に対応した施策の合理的推進が課題であ
る。

保健医療供給体制については,健康増進からリハビリテーションに至る地域における保健医療の確保
をいかに図るかが重要な課題であり,また,医学の進歩,医療の高度化等に対応した医療の質的向上及
び医療資源の効率的活用を図る必要がある。 

医療費保障は,全体としての水準の向上が著しいが,医療保険制度については,各制度間の格差の是正,
保険外負担の問題等費用負担の面における不合理の是正など改善を要する問題があり,また,各種の
公費負担医療については,医療保険の改善との関連をも考慮しながら,各制度の存廃も含めて再検討
を加える必要があろう。 

エ 社会福祉サービスについては,施設保護偏重から脱却しつつあるが,更に,在宅福祉サービスの充実
等地域福祉を中心とする観点から施策の展開が必要であり,施設整備に当たっても同じ考え方の基礎
の上に立って,重点的,合理的整備を図る必要がある。この場合,人口の老齢化,家庭機能の変化等に伴
い社会福祉需要の増大と多様化が予想されるところであるが,公私の責任,国,地方公共団体,民間団体
の間の役割分担を明確にしつつ,施策の選択等を行うことを忘れてはならない。 
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